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近年，大都市圏の都心部だけではなく，郊外部や地方都市においても，超高層集合住宅を伴う市街地再

開発事業が多く見られるようになっている．このような開発は，コンパクトシティの実現にも寄与すると

考えられている．しかし，このような開発が実際にコンパクトシティ形成に寄与しているのか，またコン

パクトシティ化の効果が見られるのか，適正に評価・検討にされないまま，事業が決定し，進められてい

るのが現状である． 

本研究では，コンパクトシティの実現に着目をして，首都圏郊外の鉄道駅周辺地区において，超高層集

合住宅を伴う市街地再開発事業がコンパクトシティの実現に寄与しているかを評価し，今後の鉄道駅周辺

地区における市街地再開発事業の在り方を検討することを目的とする． 

     Key Words: urban redevelopment project, compact city, high-rise condominium 

 

 

1. はじめに 

 

 近年，所謂タワーマンションと呼ばれる超高層集合住

宅を伴う市街地再開発事業が，特に鉄道駅周辺地区にお

いて多く施工されている．このような開発は，大都市圏

の都心部だけではなく，郊外部や地方都市でも見られる

ようになっている． 

 このような開発は，都心居住の推進や市街地の再開発

の観点から，コンパクトシティの実現にも寄与すると考

えられている．しかし，超高層集合住宅の建設によって，

小中学校や避難所等の地域のインフラへの過負荷や，追

加投資の必要性，将来の建替えにおける合意形成の難し

さなど，地域や都市全体への負の影響も懸念されている．

このように，超高層集合住宅の是非については論争の最

中であるが，多くの場合，このような開発の正負の影響

について適正に評価，検討がなされないまま，事業が決

定し，進められているのが現状である． 

 そのため，鉄道駅周辺地区における超高層集合住宅を

伴う市街地再開発事業が，地域や都市全体へ与える影響

を適正に評価することが求められている．本研究では，

コンパクトシティ形成への寄与という影響に着目して，

地域や都市全体へ与える影響を評価する．本研究は，超

高層集合住宅を伴う市街地再開発事業のコンパクトシテ

ィ形成への寄与への寄与について評価するとともに，今

後の鉄道駅周辺での市街地再開発事業の在り方について

検討することを目的とする． 

 

 

2. 既往研究の整理と本研究の位置づけ 

 

 市街地再開発事業に関する研究としては，服部ら 1）

は，組合施工の再開発事業に関して，公的主体が実施し

た支援と保留床としての床価格の分析から，東京都区部

以外の都市において，収支の観点から事業成立性に困難

が生じている事例が多くあることを推測している．また，

早乙女ら 2）は，再開発事業地区の核店舗の撤退，空床

の増加が増加傾向にあることを示し，管理機関の要望と

自治体の協力の一致が必要だと論じている．さらに，沼

田ら 3）は，二子玉川再開発事業を事例に，再開発事業

が周辺地区の地価に与える影響を明らかにし，人口増加
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が地価上昇に与える影響は大きいものの，人口が増加し

ていても必ずしも地価が上昇しないことを示している．

しかし，近年多くの市街地再開発事業で見られる超高層

集合住宅を伴う市街地再開発事業に関する研究は少ない． 

 超高層集合住宅に関する研究としては，中野ら 4）が

首都圏郊外における超高層集合住宅の立地特性について，

立地場所や立地傾向，開発タイプに基づいて明らかにし

ている．また，岡 5）は大阪市都心地域において，居住

者の多い市街地における超高層集合住宅の建設は世帯数

増加につながっているものの，居住者の少ない地域にお

ける超高層集合住宅の建設のうち，世帯数増加につなが

っているものは半数であることを示している．さらに，

福島ら 6）は，周辺施設への行きやすさの観点から，エ

レベーターでの移動時間も考慮した生活利便施設への所

要時間を計算することにより，再開発に伴う超高層集合

住宅の実際の住みやすさを定量的に把握している．さら

に，地域との関係に関しては，志村 7）が東京都中央区

佃・月島地区を事例として，タワーマンションを伴う再

開発によって住民税の増加等の正の影響もある一方，人

口のバランスの悪さや，新しい住民の増加によるコミュ

ニティの変化，町会が実際の居住者実態を反映していな

いことなど，問題点もあることを示している．しかし，

超高層集合住宅の建設が地域や都市全体に与える影響に

ついて，客観的に論じた論文は少ない． 

このように，超高層集合住宅を伴う市街地再開発事業

が地域や都市全体に与える影響に関する研究は少ない．

本研究では，コンパクトシティ形成への寄与という影響

に着目をして，超高層集合住宅を伴う市街地再開発事業

が，コンパクトシティ形成に寄与しているのか，またコ

ンパクトシティ化の効果が見られるのかを明らかにする． 

 

 

3．研究手法 

 

(1) 研究の流れ 

 本研究は，事例収集，統計調査，詳細調査の三つの調

査で構成される．まず，文献調査による事例収集を行い，

研究対象とする市街地再開発事業の事例を選定する．次

に，統計調査と詳細調査を行い，個別の事例ごとに評価

を行う． 

上記の調査から，超高層集合住宅を伴う再開発事業の

コンパクトシティへの寄与について総合的に評価を行う．

その評価に基づいて，今後の超高層集合住宅を伴う再開

発事業のあり方について検討を行う． 

 

 

(2) 事例収集 

 事例収集では，公益社団法人全国市街地再開発協会の

『日本の都市再開発』8)および機関誌『市街地再開発』9)，

各自治体のホームページを基に，研究対象とする市街地

再開発事業を選定する． 

 

(3) 統計調査 

 統計調査では，国勢調査や経済センサス，国土交通省

の国土数値情報を用いる．また，各自治体の再開発の資

料や中心市街地活性化基本計画に示されている統計デー

タも必要に応じて使用する． 

 

(4) 詳細調査 

 詳細調査では，各自治体の都市計画決定図書や都市計

画審議会の資料，市街地再開発事業のパンフレットや事

業誌，ホームページ等を用いて，事業内容を詳細に調査

する．また，再開発組合や自治体へのヒアリング調査と，

現地踏査も必要に応じて行う． 

 

 (5) 評価指標 

 国土交通省の資料 10)，11)，12)や越川ら 13)，高橋ら 14)など

を参考に，評価指標を設定した．本研究では，コンパク

トシティ形成への寄与と，コンパクトシティ化の効果の

2 つの観点に分けて，その影響を評価する．表-1 に評価

軸とコンパクトシティの要素を示す．コンパクトシティ

形成への寄与については，居住の交通結節点周辺への誘

導と，都市施設の交通結節点周辺への誘導の観点で評価

する．また，コンパクトシティ化の効果については，１．

生活利便性の向上，２．地域経済の活性化，３．行政コ

ストの削減，４．環境負荷削減，５．健康増進，６．防

災の観点で評価する． 

 

表-1  評価指標 

 

 

評価軸 コンパクトシティの要素 

コンパクトシティ 

形成への寄与 

居住の交通結節点周辺への誘導 

都市施設の交通結節点周辺への

誘導 

コンパクトシティ化

の効果 

１．生活利便性の向上 

２．地域経済の活性化 

３．行政コストの削減 

４．環境負荷削減 

５．健康増進 

６．防災 
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表-2 事業毎の評価指標と使用するデータ 

 

 (6) 事業毎の評価指標と使用するデータ 

 表-2に事業毎の評価指標と使用するデータを示す． 

 コンパクトシティ形成への寄与のうち，居住の交通結 

節点周辺への誘導については，国勢調査を基に，再開発

による人口増加について評価する．都市施設の交通結節

点周辺への誘導については，行政資料（都市計画決定や

都市計画審議会の資料，市街地再開発事業のパンフレッ

トや事業誌など）や，自治体や再開発組合へのヒアリン

グ調査から，再開発施設内の公共施設が市内からの移転

か，新たな施設かを評価する． 

 コンパクトシティ化の効果のうち，１．生活利便性の

向上については，再開発施設のホームページや現地踏査

から，再開発施設内の商業施設・医療施設のテナント数

を評価する．２．地域経済の活性化については，経済セ

ンサスから中心市街地における事務所数・従業員数の変

化，中心市街地活性化基本計画から中心市街地における

歩行者量の変化，地価公示から平均宅地価格の変化を評

価する．３．行政コストの削減については，行政資料や

ヒアリング調査から，再開発施設内の公共施設が市内か

らの移転か，新たな施設かを評価する．４．環境負荷削

減および５．健康増進については，行政資料やヒアリン

グ調査から，各事業における低炭素への取組について評

価する．また，行政資料や現地踏査から，歩行者環境の

整備への寄与も評価する．さらに，行政資料や国土数値

情報から，交通広場の整備やバスルートの変化など，公

共交通の活性化を評価する．６．防災については，行政

資料やホームページ，公益社団法人全国市街地再開発協

会の『日本の都市再開発 第 8集』および機関誌『市街

地再開発』等から，建物の耐震・免震・制震，帰宅困難

者の受け入れの有無，公共空間率の変化を評価する． 

 

 

4．研究対象事例 

  

本研究では，2010 年～2019 年に竣工した，東京都

（東京 23 区を除く），神奈川県，埼玉県，千葉県の 1

都 3県で実施された，超高層集合住宅を伴う市街地再開

発事業を対象とする．また，本研究における超高層集合

住宅の定義は，「高さ 60m 以上（高さが不明の場合は

20階以上）の住宅用途を伴う建築物」とする． 

上記の条件を基に，研究対象事例として，表-3に示す

計 29事例を選定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンパクトシティの要素 評価指標 主な使用データ 

居住の交通結節点周辺への誘導 再開発による人口増加 国勢調査 

都市施設の交通結節点周辺への誘導 
再開発施設内の公共施設 

（市内からの移転か，新たな施設か） 

行政資料 

ヒアリング調査 

１．生活利便性の向上 再開発施設内の商業・医療のテナント数 ホームページ，現地踏査 

２．地域経済の活性化 

中心市街地の事業所数・従業員数の変化 経済センサス 

中心市街地の歩行者量の変化 中心市街地活性化基本計画 

平均宅地価格の変化 地価公示 

３．行政コストの削減 再開発施設内の公共施設 行政資料，ヒアリング調査 

４．環境負荷削減 

 

５．健康増進 

低炭素への取り組み 行政資料，ヒアリング調査 

歩行者環境の整備への寄与 行政資料，現地踏査 

公共交通の活性化 行政資料，国土数値情報 

６．防災 

建物の耐震・免震・制震 行政資料 

ホームページ 

『日本の都市再開発』 

機関誌『市街地再開発』 

帰宅困難者の受け入れの有無 

公共空間率の変化 
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表-3 研究対象とする市街地再開発事業 

事業名 着工年 竣工年 

八王子駅南口 2008 2010 

府中駅南口第一 2014 2017 

立川駅北口西地区 2013 2016 

武蔵小金井駅南口第 1地区 2006 2011 

国分寺駅北口地区 2015 2018 

鶴見駅東口 2008 2010 

上大岡C南 2007 2010 

二俣川駅南口地区 2015 2018 

東神奈川一丁目地区 2017 2019 

長津田駅北口地区 2010 2013 

日ノ出町駅前Ａ地区  2013 2015 

武蔵小杉駅南地区東街区 2011 2014 

武蔵小杉駅南地区西街区 2007 2013 

小杉町 3丁目中央地区 2011 2015 

鹿島田駅西部地区 2012 2016 

相模大野駅西側 2009 2013 

小田急相模原駅北口B 2011 2013 

大滝町二丁目地区  2013 2015 

小田急相模原駅前西地区 2016 2019 

武蔵浦和駅第 1街区 2010 2017 

武蔵浦和駅第 3街区 2012 2016 

川口金山町 12番 2011 2014 

越谷駅東口 2010 2012 

北戸田駅東 1街区 2011 2013 

上尾中山道東側地区 2010 2013 

蕨駅西口地区 7番街区 2008 2010 

本八幡A 2010 2015 

柏駅東口A街区第二 2007 2010 

柏駅東口D街区第一 2013 2016 

 

 

5. 調査結果 

  

コンパクトシティ形成の効果のうち，現時点で結果が

示せるものについて，以下論じていく． 

 

(1) 事業所数および従業員数の変化 

 図-1に，再開発の所在地における市街地再開発事業前

後での事業所数の変化を示す．平成 21年度～平成 28年

度の経済センサスを用いて，着工前と竣工後の事業所数

の変化を算出した（平成 21 年 7 月以前に着工した事業

および平成 28 年 6 月以降に竣工した事業は除外した）． 

 図-1より，14事例のうち 6事例で事業所数が増加して

おり，市街地再開発事業によって必ずしも事業所数が増

加するわけではないことが明らかとなった．また，着工

前から事業所数が相対的に多かった事例において，竣工

後に事業所数が更に増加している一方，着工前から事業

所数が相対的に少なかった事例において，竣工後に事業

所数が減少している傾向にあることが分かった． 

 

図-1 再開発前後における事業所数の変化 

 

 

図-2 再開発前後における従業員数の変化 

 

図-2に，再開発の所在地における市街地再開発事業前

後での従業員数の変化を示す．平成 21年度～平成 28年 
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図-3 商業用途における地価の変化 

 

図-4 住居用途における地価の変化  

 

度の経済センサスを用いて，着工前と竣工後の従業員数

の変化を算出した（平成 21 年 7 月以前に着工した事業

および平成 28 年 6 月以降に竣工した事業は除外した）． 

図-2より，14事例のうち 8事例で従業員数が増加して

おり，図-1と合わせて分析すると，事業所数が増加した

事例全てにおいて，従業員数も増加するという結果にな

った．但し，事業所数が減少しても従業員数が増加して

いる事例も見られた．また，着工前から従業員数が相対

的に多かった事例において，竣工後に従業員数が更に増

加している一方，着工前から従業員数が相対的に少なか

った事業において，竣工後も従業員数が減少している傾

向にあることが分かった． 

 

(2) 地価の変化 

 図-3および図-4に着工 1年前と竣工 3年後の商業用途，

住居用途それぞれの地価の平均の変化を示す．国土数値

情報の地価公示を用いて，鉄道駅 800m 圏において，商

業，住宅それぞれの地価の平均を求めた．また，地価の 

 

変動が現れるのには数年かかると考えたため，竣工 3年

後のデータを用いた． 

 図-3より，商業用途において 25事例のうち 15事例で，

図-4より，住居用途において 28事例のうち 17事例で地

価が上昇していることが分かった．以上より，再開発に

よって地価上昇につながる場合が多いことが明らかとな

った． 

 

(3) 交通広場の整備 

  

図-5 交通広場の整備の有無
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図-6 公共空間率の変化 

 

図-5に，市街地再開発事業に伴う交通広場の整備の有

無について示す．本研究では，バス乗り場やタクシー乗

り場等，公共交通の乗り場の整備を伴う交通広場とする．

29 事例のうち 12 事例において，交通広場の整備が実施

されたことが分かる．この結果より，半数以上の事例で

は交通広場の整備を伴っていないことが明らかとなった．

これは，既に実施された他の市街地再開発事業で交通広

場の整備が実施された事例や，駅前開発と一体になって

いない事例が複数見られたためだと考えられる． 

 

(4) 公共空間率の変化 

 図-6に，再開発の従前と従後における公共空間率（地

区面積に占める公共施設用地の面積割合）の変化を示す． 

公益社団法人全国市街地再開発協会の『日本の都市再開

発 第 8集』8)，機関誌『市街地再開発』9)や，各自治体

の再開発のパンフレットや事業誌，ホームページ等を基

に作成した．程度の差はあるものの，大半の事業におい

て公共空間率が上昇する結果になっており，防災に寄与

していると考えられる． 

 

 

6. おわりに 

 

 以上の結果から，コンパクトシティ化の効果が見られ

る事例が複数見られた．地域経済の活性化については，

従業員数が増加している事例が半数以上であった．また，

地価についても，竣工後に上昇している事例が半数以上

であった．さらに，防災についても，大半の事例で公共

空間率が上昇する結果となった．一方で，公共交通の活

性化については，交通広場の整備を実施された事例は半

数以下であった．但し，先行する市街地再開発事業にお

ける交通広場の整備の有無も分析していく必要がある． 

 今後，更なる統計調査および詳細調査を進めていくと

ともに，駅前開発の有無や先行する市街地再開発事業の

有無など，開発形態の違いによるコンパクトシティ化へ

の寄与についても評価・分析を行っていく．また，首都

圏郊外の超高層集合住宅に転居した人を対象にアンケー

ト調査を実施することで，転居前後での生活面での変化

や転居の動向などを調査していく必要があると考えられ

る． 
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